
 

  
埋蔵文化財取扱い手続きのフローチャート 

建築・造成などの工事計画 

埋蔵文化財包蔵地範囲の確認 

該当 

着 工 

届出 

工事内容に対する協議 

事前調査(試掘などの現地調査) 

①発掘調査 ②工事立会 ③慎重工事 

教育委員会文化スポーツ課で遺跡地図により確認 

県より通知(措置の決定) 

該当なし 

協議及び発掘調査 専門職員の立会 

着   工 

着 工 

着工の 60 日前までに届出の提出が必

要です。計画が具体化した時点で包蔵地

の確認を行ってください。 

 

掘削を伴わない工事の場合は届出不要です。 

着工後に埋蔵文化財が発見された場合には「遺跡発

見の届出」が必要です。 

 

※国・県・市指定文化財所在地

が該当する場合は、原則として

工事を行うことはできません。 

 

県教委・市教委宛てにそれぞれ届出が必要です。 

市が窓口となりますので、文化スポーツ課までご提出くださ

届出後約２～３週間で通知文が届きます。 

それ以降に発掘調査、着工となります。 

 



埋蔵文化財発掘の届出の対象となる工事内容 

 

土地の掘削を伴う工事はすべて届出及び事前調査の対象です 

 

【対象となる工事の例】 

・土地の造成（特に切土を伴う場合） 

・擁壁・側溝等の設置 

・建築物の基礎設置工事 

・合併浄化槽の設置 

・地盤改良工事 

・上下水道の敷設 

・道路(私道)の設置・拡幅等工事   など 
 

※ここに挙げた工事以外でも土地の掘削を伴う場合は、届出及び事前調査が必

要です。 

 

周知の埋蔵文化財包蔵地において土木工事等を行うときには 

 工事着手の 60日前までに、定められた様式により市教育委員会を通して熊本

県教育長へ届出が必要です。県教育長と市教育長宛てに、それぞれ１部ずつ書類

を作成し、市の埋蔵文化財担当の窓口へ提出してください。提出後に市の担当者

が現地踏査を行い、試掘調査などの措置を判断し連絡します。 

 なお、届出がされた後、熊本県教育長から埋蔵文化財の保護に関し、必要な事

項の指示、勧告、協議を求められることがあります。工事による影響が埋蔵文化

財に及ぶ場合は、発掘調査が必要となる場合が数多くありますので、調査期間等

を考慮のうえ工期等を計画してください。 
 
（関係法令等） 

文化財保護法第９３条、第９４条、 

文化財保護法施行令第１条 

埋蔵文化財の発掘又は遺跡の発見の届出等に関する規則第２条・第３条・第４条 

 

届出に必要な書類 

 １ 埋蔵文化財発掘の届出について 

 ２ 別記 

 ３ 図面一式（所在地図、配置図、断面図） 

※様式は市ホームページの、観光・文化＞文化＞文化財＞埋蔵文化財＞埋蔵

文化財とその取り扱いについて、にも掲載しています。 
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